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令和 3事業年度後期高齢者医療特別会計
事業費勘定財産目録

（令和 4年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 1,382,493,207
現 金 及 び 預 金 71,139,594

普 通 預 金 71,090,578
定 期 預 金 49,016

有 価 証 券 817,825,607
譲 渡 性 預 金 817,825,607

未収後期高齢者支援金 493,463,599
協 会 け ん ぽ 179,958,324
健 保 組 合 158,220,586
船 員 保 険 588,295
共 済 組 合 17,599,864
国 民 健 保 137,096,530

未収後期高齢者関係
事 務 費 拠 出 金 31,440

協 会 け ん ぽ 13,203
健 保 組 合 8,228
船 員 保 険 37

共 済 組 合 902

国 民 健 保 9,070
未 収 収 益 32,966

固 定 資 産 ─

投 資 そ の 他 の 資 産 ─

破 産 更 生 債 権 等 72,121
貸 倒 引 当 金 △ 72,121

資 産 合 計 1,382,493,207
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負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 546,410,992

未払後期高齢者交付金 529,193,836

広 域 連 合 529,193,836

そ の 他 の 未 払 金 17,217,156

負 債 合 計 546,410,992

差 引 正 味 財 産 836,082,215
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令和 3事業年度後期高齢者医療特別会計
事業費勘定貸借対照表

（令和 4年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ）
千円

（ 負 債 の 部 ）
千円

Ⅰ　 流 動 資 産 流 動 負 債

１　 現金及び預金 71,139,594 １
　  未払後期高齢者

　　  交 付 金 529,193,836

２　 有 価 証 券 817,825,607 ２　 その他の未払金 17,217,156

３
　 未収後期高齢者
支 援 金 493,463,599 流 動 負 債 合 計 546,410,992

４　 
未収後期高齢者関係
事務費拠出金 31,440 負 債 合 計 546,410,992

５ 未 収 収 益 32,966

流 動 資 産 合 計 1,382,493,207

（ 資 本 の 部 ）

Ⅱ　 固 定 資 産 利 益 剰 余 金

投資その他の資産 １　 別 途 積 立 金 464,539,948

破産更生債権等 72,121 ２　 当期未処分利益 371,542,266

 貸 倒 引 当 金 △ 72,121 ─ 利 益 剰 余 金 合 計 836,082,215

投資その他の資産合計  ─ 資 本 合 計 836,082,215

固 定 資 産 合 計 ─

資 産 合 計 1,382,493,207 負債・資本合計 1,382,493,207
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令和 3事業年度後期高齢者医療特別会計
事業費勘定損益計算書

自　令和 3年 4月  1日
至　令和 4年 3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

１　 後期高齢者支援金収入 6,569,287,337

２
　 後 期 高 齢 者 関 係 
事 務 費 拠 出 金 収 入 418,854

３　 後期高齢者交付金精算返還金 115,510,364

４　 拠出金事業費返還金 51,299 6,685,267,855

Ⅱ　 業 務 費 用

１　 後 期 高 齢 者 交 付 金 6,573,577,675

２　 事 務 費 勘 定 へ 繰 入 418,854

３　 後期高齢者支援金精算返還金 19,177

４　 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 34,464 6,574,050,171

　　 業 務 利 益 111,217,683

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

業 務 外 収 益

１　 受 取 利 息 0

２　 有 価 証 券 利 息 72,293

３　 延 滞 金 収 入 9,999 82,292

　　 経 常 利 益 111,299,976

当 期 純 利 益 111,299,976

別 途 積 立 金 取 崩 額 ※1 260,242,290

当 期 未 処 分 利 益 371,542,266
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令和 3事業年度後期高齢者医療特別会計
事業費勘定キャッシュ・フロー計算書

自　令和 3年 4月  1日
至　令和 4年 3月 31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

後期高齢者支援金収入 6,559,902,052
後期高齢者関係事務費拠出金収入 418,798
後期高齢者交付金精算返還金収入 115,510,364
拠出金事業費返還金収入 21,534
その他の収入 17,222,456
後期高齢者交付金支出 △ 6,514,637,868
事務費勘定へ繰入支出 △ 418,854
後期高齢者支援金精算返還金支出 △ 19,177
その他の支出 △ 15,694,162

小 計 162,305,142

利息の受取額 42,597

業務活動によるキャッシュ・フロー 162,347,739

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 45,344
定期預金の払戻による収入 7,909
譲渡性預金の預入による支出 △ 1,220,606,215
譲渡性預金の払戻による収入 621,649,915

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 598,993,735

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ 436,645,995

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 726,617,461

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 289,971,466
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 371,542,266,860

Ⅱ　 利 益 処 分 額

　　　 任 意 積 立 金

　　　　 別 途 積 立 金 371,542,266,860 371,542,266,860

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益 0

令和 3事業年度後期高齢者医療特別会計
事業費勘定利益処分計算書

（令和 4年 6月 27日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１．引当金の計上基準

　　貸倒引当金

２ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

　債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案し回収不能見込

額を計上しております。

　手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

自　令和 3年 4月  1日
至　令和 4年 3月 31日
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　注記事項
　（損益計算書関係）

当会計期間

※１ 　別途積立金取崩額とは高齢者の医療の確保に関する法律第146条第３項の規定によ

り予算をもって定める金額を取崩した額である。

　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（令和 4年 3月 31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 71,139,594 千円

預金期間が 3ヶ月を超える定期預金 △ 37,435

有価証券（譲渡性預金） 218,869,306

現金及び現金同等物 289,971,466

自　令和 3年 4月  1日
至　令和 4年 3月 31日
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令和 3事業年度後期高齢者医療特別会計
事務費勘定財産目録

（令和 4年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 273,472

現 金 及 び 預 金 272,905

普 通 預 金 272,905

未 収 入 金 566

消費税等還付金他 566

固 定 資 産 37,713

有 形 固 定 資 産 2,342

工 具 器 具 備 品 8,814

減価償却累計額 △ 6,472

無 形 固 定 資 産 371

電 話 加 入 権 371

投資その他の資産 35,000

敷 金 ・ 保 証 金 35,000

資 産 合 計 311,185
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負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 26,842

未 払 金 7,355

未 払 費 用 2,317

預 り 金 1,297

賞 与 引 当 金 15,872

固 定 負 債 565,835

退 職 給 付 引 当 金 565,835

負 債 合 計 592,678

差 引 正 味 財 産 △ 281,493
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令和 3事業年度後期高齢者医療特別会計
事務費勘定貸借対照表

（令和 4年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

千円 千円

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

Ⅰ　 流 動 資 産 Ⅰ　 流 動 負 債

１　 現金及び預金 272,905 １　 未 払 金 7,355

２　 未 収 入 金 566 ２　 未 払 費 用 2,317

流 動 資 産 合 計 273,472 ３　 預 り 金 1,297

４　 賞 与 引 当 金 15,872

Ⅱ　 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 26,842

１　 有形固定資産

工 具 器 具 備 品 8,814 Ⅱ　 固 定 負 債

減価償却累計額 △ 6,472 2,342 退 職 給 付 引 当 金 565,835

有形固定資産合計 2,342 固 定 負 債 合 計 565,835

２　 無形固定資産 負 債 合 計 592,678

電 話 加 入 権 371

無形固定資産合計 371 （ 資 本 の 部 ）

３　 投資その他の資産 利 益 剰 余 金

敷 金・ 保 証 金 35,000 当 期 未 処 理 損 失 281,493

投資その他の資産合計 35,000 利 益 剰 余 金 合 計 △ 281,493

固 定 資 産 合 計 37,713 資 本 合 計 ※１ △ 281,493

資 産 合 計 311,185 負債・資本合計 311,185
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令和 3事業年度後期高齢者医療特別会計
事務費勘定損益計算書

自　令和 3年 4月  1日
至　令和 4年 3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

事 業 費 勘 定 か ら の 受 入 418,854 418,854
Ⅱ　 業 務 費 用

１　 役 員 報 酬 10,974
２　 給 与 手 当 132,427
３　 賞 与 32,788
４　 賞 与 引 当 金 繰 入 額 15,872
５　 退 職 給 付 費 用 31,502
６　 法 定 福 利 費 29,372
７　 保 守 料 21,080
８　 委 託 費 66,587
９　 減 価 償 却 費 704

10　 そ の 他 の 業 務 費 用 36,330 377,639
業 務 利 益 41,214

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

業 務 外 収 益

 １　 受 取 利 息 1

 ２　 有 価 証 券 利 息 13 14

経 常 利 益 41,229

〔特別損益の部〕

 特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 ※１ 687 687

当 期 純 利 益 40,542
前 期 繰 越 損 失 322,035
当 期 未 処 理 損 失 281,493
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令和 3事業年度後期高齢者医療特別会計
事務費勘定キャッシュ・フロー計算書

自　令和 3年 4月  1日
至　令和 4年 3月 31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

事業費勘定からの受入収入 418,854
人件費の支出 △ 266,685
その他の業務支出 △ 124,688

小 計 27,480

利息の受取額 14

業務活動によるキャッシュ・フロー 27,495

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 27,495

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 245,410

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 272,905
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 理 損 失 281,493,126

Ⅱ　 次 期 繰 越 損 失 281,493,126

令和 3事業年度後期高齢者医療特別会計
事務費勘定損失処理計算書

（令和 4年 6月 27日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１．固定資産の減価償却の方法

　⑴ 　有形固定資産 

　⑵ 　無形固定資産

２．引当金の計上基準

　⑴　賞与引当金

　⑵　退職給付引当金

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　工具器具備品　　5～20年

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（支払基金利用分）については、

支払基金内における利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。

　役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ア　退職給付見込額の期間帰属方法

　 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

期末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

イ　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　 　過去勤務費用については、職員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11年）による定額法により按分

した額を、発生時から費用処理しております。

　 　数理計算上の差異については、職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（11年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

　なお、役員については、役員退職手当規程等に基づく

期末要支給額を退職給付引当金に含めて計上しておりま

す。

自　令和 3年 4月  1日
至　令和 4年 3月 31日
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期　　別

項　　目

当会計期間

３ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

４ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理

　手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　令和 3年 4月  1日
至　令和 4年 3月 31日
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　会計上の見積りの変更
　（損益計算書関係）

当会計期間

自　令和 3年 4月  1日
至　令和 4年 3月 31日

　退職給付における過去勤務費用及び数理計算上の差異の償却年数については、従来、

平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）で償却しておりましたが、平均残存勤務期

間が 12年を下まわったため、償却年数を 11年に変更しております。この変更により業務

費用が 5,690千円増加し、業務利益、経常利益及び当期純利益がそれぞれ 5,690千円減少

しております。

　注記事項
　（貸借対照表関係）

当会計期間末

（令和 4年 3月 31日現在）

※１　当会計の事務費勘定は、当期末現在、281,493千円の債務超過となっております。

　　 　当該状況の主な要因については、貸借対照表の負債の部における退職給付引当金の

計上によるものでありますが、当支払基金の高齢者医療制度関係業務については、高

齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57年法律第 80号）第 144条の規定に基づき厚

生労働大臣から予算の認可を受けなければならないこととされているところであり

ます。

　　 　当該債務超過については、厚生労働省と協議した結果、計画的に解消する予定でお

ります。
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　（損益計算書関係）

当会計期間

自　令和 3年 4月  1日
至　令和 4年 3月 31日

※１ 　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

千円

電話加入権 687

　　計 687

　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（令和 4年 3月 31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 272,905 千円

現金及び現金同等物 272,905
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　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　 　当支払基金は、役職員等の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付型制度

を採用しております。

　 　企業年金基金制度（積立型制度であります。）では、給与と加入期間に基づいた年金又

は一時金を支給します。

　 　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間

に基づいた一時金を支給します。

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 △ 1,022,015 千円

　勤務費用 △ 15,248
　利息費用 △ 5,106
　数理計算上の差異の当期発生額 11,323
　退職給付の支払額 48,484
期末における退職給付債務 △ 982,562

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 370,425 千円

　期待運用収益 10,371
　事業主からの拠出額 2,492
　数理計算上の差異の当期発生額 △ 7,201
　退職給付の支払額 △ 5,986
期末における年金資産 370,101

４．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調

整表

イ．積立型制度の退職給付債務 △ 384,103 千円

ロ．年金資産 370,101
ハ．非積立型制度の退職給付債務 △ 598,459
ニ．未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） △ 612,460
ホ．未認識過去勤務費用 △ 70,343
ヘ．未認識数理計算上の差異 116,969
ト．貸借対照表計上純額（ニ＋ホ＋ヘ） △ 565,835
チ．前払年金費用 ─

リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 565,835
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５．退職給付に関連する損益

勤務費用 14,166 千円

利息費用 5,106
期待運用収益 △ 10,371
過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 14,068
数理計算上の差異の当期の費用処理額 36,669
退職給付費用 31,502
　（注）企業年金基金に対する役職員拠出額を控除しております。

６．年金資産の主な内訳

債　券 53.6％
株　式 33.8％
その他 12.6％
合　計 100.0％

７．長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　 　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。

８．数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.5％
長期期待運用収益率 2.8％
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